
K̂ 開示すべきセグメント情報 （単位：千円）

区 分 事務管理組織 学部研究科等 附 属 学 校 附 属 病 院 研究系附属施設 教育系附属施設 そ の 他 の
附 属 施 設 法 人 共 通 合 計 摘 要

業 務 費 用 1¶405¶781 10¶457¶181 914¶613 26¶124¶541 1¶974¶073 1¶325¶280 255¶445 ` 42¶456¶917

業 務 費 1¶175¶019 10¶085¶117 914¶328 25¶556¶115 1¶971¶704 1¶314¶475 255¶445 ` 41¶272¶206

教 育 経 費 36¶704 1¶163¶809 146¶550 97¶816 31¶438 223¶500 23¶830 ` 1¶723¶649

研 究 経 費 3¶530 1¶381¶300 ` 403¶066 695¶364 17¶558 29¶922 ` 2¶530¶742

診 療 経 費 ` ` ` 16¶058¶199 697¶061 ` ` ` 16¶755¶260

教育研究支援経費 694 28¶085 ` 6 6¶194 568¶870 83¶412 ` 687¶264

受 託 研 究 費 2¶924 347¶040 ` 22¶861 24¶608 2¶248 34¶285 ` 433¶969

受 託 事 業 費 ` 45¶109 ` 186¶461 995 5¶415 68 ` 238¶051

人 件 費 1¶131¶166 7¶119¶771 767¶778 8¶787¶704 516¶040 496¶883 83¶925 ` 18¶903¶268

一 般 管 理 費 230¶700 371¶664 285 127¶511 2¶369 10¶804 ` ` 743¶335

財 務 費 用 61 399 ` 440¶915 ` ` ` ` 441¶375

業 務 収 益 1¶406¶638 10¶478¶757 914¶932 26¶526¶335 2¶171¶628 1¶342¶508 269¶154 19¶132 43¶129¶089

運営費交付金収益 1¶061¶227 5¶941¶646 628¶134 2¶292¶274 439¶547 607¶688 92¶084 ` 11¶062¶602

学 生 納 付 金 収 益 59¶247 2¶419¶270 252¶108 ` 235¶022 479¶037 43¶910 ` 3¶488¶597

附 属 病 院 収 益 ` ` ` 23¶052¶179 979¶680 ` ` ` 24¶031¶859

受 託 研 究 等 収 益 20¶707 350¶203 ` 22¶950 24¶636 2¶283 25¶373 ` 446¶155

受 託 事 業 等 収 益 28¶255 60¶529 ` 227¶429 1¶000 5¶621 1¶090 ` 323¶926

寄 附 金 収 益 615 525¶099 13¶126 289¶912 52¶162 5¶690 826 ` 887¶433

財 務 収 益 ` ` ` ` ` 0 ` 19¶132 19¶132

雑 益 236¶585 1¶182¶008 21¶563 641¶588 439¶579 242¶186 105¶868 ` 2¶869¶381

業 務 損 益 857 21¶576 318 401¶794 197¶554 17¶228 13¶708 19¶132 672¶171
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１．人件費の定義は、基本的に「ガイドライン」によることとする。ここでいう常勤職員とは、ガ

イドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再雇用職員」から受託研究費等に

より雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇

用する者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことである。

２．上段（ ）書きは、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成

16年６月３日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必

要がある役職員」の支給額を内数で記載している。

３．役員に対する報酬等の支給の基準の概要並びに教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準

の概要

役員に対する報酬等の支給の基準

役員の報酬等については、国立大学法人群馬大学役員報酬規則に基づき支給している。

役員に対する退職手当の計算方法

役員の退職手当については、国立大学法人群馬大学役員退職手当規則に基づき支給している。

教職員に対する給与の支給の基準

教職員に対する給与については、国立大学法人群馬大学教職員給与規則に基づき支給してい

る。

教職員に対する退職手当の計算方法

教職員に対する退職手当については、国立大学法人群馬大学教職員退職手当規則に基づき支

給している。

４．教職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員数によって記載している。

５．上記支給額には、賞与引当金繰入額、法定福利費及び児童手当拠出金を含んでいない。
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